
項目 大項目 中項目 小　項　目　

  （１）医療スタッフの確保

①　医師確保対策の推進

1 医育大学の実施する事業への協力、医学生の実習受け入れを継続します
診療部
庶務課

　今年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大により医学生の実習受入れは中止せざるを得なかった。
また、国際認証の医師育成を目的とした診療参加型コア科臨床実習も、旭川医科大学は院外の臨床実習を中止した
ため受け入れはなかったが、北海道大学からは12名を受け入れを行った。

2 民間医療機関への医師派遣要請を継続します
診療部
庶務課

　循環器内科の常勤医が不在となっていることから、今年度も民間の２医療機関（北光記念病院、札幌心臓血管外科
クリニック）へ医師派遣要請を行い、出張医による外来診療体制の継続を図った。

3
専門業者に医師紹介を依頼するとともに、ホームページ等での医師確保
情報の発信を強化します

庶務課
　民間の医師紹介業者（2業者）の他、公的医師紹介業者（2社）に対し、常勤医不在の診療科の循環器内科医・透析専
門医・耳鼻咽喉科医などの募集を行った。医師紹介業者より情報提供はあったものの、応募要件を満たす者はおらず
契約には至らなかった。

4 自治医大卒の医師の派遣要請や地域枠派遣の医師要請を強化します
診療部
庶務課

　北海道に対し、自治医大卒業医師の派遣を、市長・病院事業管理者とともに要請した。自治医大卒業医師は昭和55
年から派遣が開始され、令和２年度においては外科医１名が継続して派遣された。また、平成29年度から地域枠医師
の派遣が開始され、小児科医１名が旭川医科大学より派遣された。

5
卒後臨床研修医の安定的な確保と協力病院・協力施設との連携強化の
下、魅力あふれる研修プログラムの提供に努め「研修医に選ばれる病院」
を目指します

診療部
庶務課

　毎年4月に行われる臨床研修医募集に係る合同プレゼンテーションは、今年度新型コロナウイルス感染症感染拡大
のため中止となった。初期研修医の確保に繋げるため、施設見学の受入については感染防止対策を行ったうえで、受
け入れた(計10名)。困難な状況下ではあったが、令和３年度の初期研修医１名の確保に至った。引き続き、魅力あふれ
る研修プログラムの提供に努め「研修医に選ばれる病院」を目指す。

6
若い医師の確保を図るための専攻医研修基盤の整備に努めます。また、
関連大学等との連携を図り、魅力ある研修フィールドの提供等に努めます

診療部
庶務課

　平成30年度から新たな専門医制度開始により、当院を基幹病院とした『日本最北端総合診療医養成プログラム』を構
築した。令和２年度は専攻医として１名の採用となった。また、関連大学の協力病院（北大4、旭医7領域）の研修施設と
して、引き続き連携を推進した（19の専門領域の内、本院を含め12領域）。

7
ロシアサハリン州への定期航路を利用した病院見学の実施など、臨床研
修病院として地域の特性を生かした質の高いプログラムを実践し、（前期・
後期）研修医の確保に努めます

診療部
庶務課

　令和２年度は、新たに初期臨床研修医２名の採用となった。また、当院独自の　『日本最北端総合診療医養成プログ
ラム』のマッチングにより、１名の専攻医を確保した。地域の特性を生かした研修プログラムの一環として行っているサ
ハリン州への病院研修はサハリン航路の休止により研修を行うことが困難となっている。

8 医師事務作業補助者等の活用による医師の業務負担軽減を図ります 医事課
　医師事務作業補助者12人による業務体制で、個々の能力向上に努め、医師の事務的業務の負担軽減を図るため、
文書作成補助及び外来診療補助業務範囲の拡大等、医師のタスクシフティングを推進し、更なる業務負担軽減に取り
組んだ。

②　医療従事者等の確保

9
急性期医療の充実に向けたチーム医療の充実を図るため、より専門性の
高い医療スタッフの確保・育成に積極的に取り組み、より良質で安全な医
療提供を推進します

看護部
庶務・医事
課

　より質の高い医療を提供するため、医師をはじめとする医療従事者に対して資格取得の支援を継続して行っている。
今年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大のため研修会や講習会はWeb開催が主となったが、参加について支援
し、チーム医療を推進した。

10
育児休暇からの早期復帰に向けた院内保育所の利用促進、修学貸付金
制度の見直し、専門資格取得助成による人材育成など、更なる離職防止
策の推進とキャリア支援の充実を図ります

看護部
庶務課

　育児休暇からの復帰後、安心して勤務できるよう、保育所での受け入れ体制を確保した。修学資金貸付制度につい
ては返済免除期間の満了後に退職する者もいることから、離職防止に向けた制度見直しも視野に人材確保に向けた
検討を進めるとともに、医療従事者に選ばれる魅力のある病院を目指し、働きやすい職場環境の整備に努める。次年
度より、人材育成を目的に一般病棟係長を2名体制とする。また、専門資格取得に関して、今年度も認定看護師資格取
得の希望が1名あり、残念ながら2次試験通過とはならなかったが、今後も看護の質の向上に繋がるよう職員の挑戦を
促し、キャリア支援の充実を図る。

11
地域医療への活動や専門医療の充足などＩＣＴ技術を利活用し積極的なア
ピールに努めます

看護部
庶務課

　若い世代にも医療への関心を持ってもらおうと、中学生を対象にして平成29年度から開催している「医療探検講座」を
新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、中止とした。大人数でのイベント実施は難しいが、感染状況に注視しつ
つ、インターンシップ等を受入れ積極的にアピールに努める。
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項目 大項目 中項目 小　項　目　

③　専門医療の充実

12
「北海道がん診療連携指定病院」の指定を目指し、高度で専門的な集学的
治療と緩和ケア提供体制などの充実を図ります

看護部
医支相
医事課

　主な指定要件とされている「がんサロン」、「がん相談支援センター」、「緩和ケアチーム」、「地域連携クリティカルパ
ス」、「キャンサーボード」の設置等に必要な専門的知識技能を有する認定看護師等の確保が難しいことに加え、基準
の引き上げも行われたため、指定要件を満たすことが困難な状況であるが、がん医療に関する相談支援を行うための
専門相談員は確保（平成28年度)されていることから、引き続き認定看護師等の必要な人材の確保に取組む。
◆がん相談延べ件数　152件　プラン計画比　40.1％（プラン計画　330件）　（前年度実績　113件　前年度比＋39件）

13
抗がん剤治療における外来通院治療を促進し、がん化学療法認定看護師
を中心とした良質で安全な医療体制のもとで外来化学療法の推進を図りま
す

診療部
看護部
薬   局
医事課

　外来でのがん化学療法の更なる推進のため、医師、認定看護師、薬剤師が中心に、新たな抗がん剤の採用や治療
計画を検討し、外来化学療法室における良質で安全な抗がん剤治療体制の整備に努めた。
　◆外来化学療法延べ件数　1,642件　（前年度実績　1,375件　前年度比＋267件）　プラン計画比164.2%（プラン計画
1,000件）

14
地域唯一の認知症治療専門的施設として、医療・福祉の連携強化を推進
します

診療部
医支相
庶務課

　医療支援相談局の精神保健福祉士を中心に、認知症患者の退院調整や在宅生活の継続のため、地域包括支援セ
ンター及び介護サービス事業所などと連携を図った。
　また、平成28年度から当院の精神神経科医長が「稚内市認知症初期集中支援推進事業」の「認知症サポート医」とな
り、当院の精神保健福祉士も構成員となっている「稚内市認知症初期集中支援チーム」の活動を支援し、連携を図っ
た。

15
地域センター病院として周産期医療や人工透析など専門医療の充実を図
ります

診療部
庶務課

　令和2年度は、217件（前年度比較▲51件・プラン計画比65.8％）の分娩に対応した。
　また、透析専門医の採用には至らなかったが、外科医による透析医療を継続し、延べ12,647人（前年度比較▲1,174
人・プラン計画比86.3％）の透析患者に対応した。

16
災害拠点病院の機能を発揮するため、様々な災害を想定した災害マニュ
アル並びに事業継続計画を策定する。併せて、マニュアルに基づく定期的
な災害訓練の実施を目指します

診療部
看護部
庶務課

　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、実施することができなかった。次年度については、感染状況を注視しつ
つ災害訓練開催に向けて引き続き準備を進めていく。

④　教育研修施設としての役割の明確化

17

地域の特性を積極的に発信し、医師、看護師、薬剤師など将来の医療従
事者の確保に寄与する地域医療実習施設として、学生の受け入れを促進
していくとともに、安定した医療スタッフの確保のため、関係教育機関への
要望を推進します

診療部
看護部
リハビリ
庶務課

　今年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大のため、中学生の職場体験の受入れや、医療探検講座等の各種事業
が中止となった。また、地域の特性を活かした医療機関として今後の医療職員の確保に繋げるため、実習施設として
看護学生等の受け入れを積極的におこなっていたが、中止せざるを得なくなった。

18
 医師卒後臨床研修医の受入体制の強化
（北大プライマリケア研修、旭医プライマリケア研修、市立札幌地域医療枠
研修）

診療部
庶務課

　市立札幌病院研修医の地域研修として、令和2年度も7月～10月の期間で当院に4名を受け入れ、安定的な連携体
制及び研修体制の強化を図った。

19
米国医師国家試験（USMLE）に向けた国際認証のため、診療参加型臨床
実習施設として、コア・カリキュラムの実践に協力します

看護部
庶務課
薬局等

  今年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大により、旭川医科大学からの受け入れは中止となったが、、北海道大
学からは例年どおり診療参加型コア科臨床実習による学生をスチューデント・ドクターとして受け入れた（12名）。大学
では学べない臨床研修の実施に協力した。

（２）診療体制の再構築

①　地域医療連携の推進

20
地域の医療資源を有効に活用し、効率的に医療サービスを提供するた
め、地域医療連携を推進します

医支相
庶務課

　在宅医療を担う「道北勤医協宗谷医院」と急性期医療を担う当院との間で、医師を中心とした定期的なケースカンファ
レンスや合同会議・研修会などを行うことにより、急性期医療、慢性期在宅医療及び訪問看護との連携を図った。

21
地域連携サポートセンターによる、総合的な患者支援を推進し地域医療連
携体制の充実に取り組みます

医支相
庶務・医事
課

　平成29年４月に他院との連携・調整窓口を一本化し患者支援を推進すべく、地域連携サポートセンターを設置。同年
7月より外来患者を中心とした他院への診療・検査予約などの調整業務を開始した。平成30年６月からは、入院患者の
他院への転院・外来受診・検査予約の調整業務を開始するなど業務範囲の拡大を行ったもので、地域医療連携体制
の充実が図られた。
　このことにより、他院との患者支援のための連携・調整窓口の一本化が図られるとともに、令和2年度においても継続
的に医師などの業務負担軽減が図られた。
　◆地域連携業務延べ件数　1,075件　（前年度実績　896件　前年度比　＋179件）
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項目 大項目 中項目 小　項　目　

22 在宅医療、介護サービス等との連携体制の強化を図ります

診療部
医支相
庶務・医事
課

　介護サービス事業所の実務者、ケアマネジャー、在宅医療関係者、保健師、看護師など多職種が構成員となり開催
されている「稚内市在宅医療・介護連携推進検討会（てっぺんの会）」及び「稚内市地域ケア会議」などに医療支援相談
局の看護師・保健師・精神保健福祉士が積極的に参加し、情報の共有化や地域医療連携体制の強化を図った。

②　チーム医療の推進

23
研修医の研修基盤の充実及び医療技術の高度化を図るための指導医へ
の支援体制を推進します

全体
　新たに内科指導医が2名となり内科研修体制の充実が図られたほか、地域の特性を生かした自由度の高い柔軟な研
修プログラムによる研修内容の充実に取り組んだ。

24
医療スタッフが各々の高い専門性を活かしつつ連携・補完し、患者の状況
に的確対応した医療を提供するチーム医療を推進します

全体

　多職種の医療技術者で構成される医療チームを組織し、各々の専門性を生かしながら医療提供を行った。また、令
和元年度は新たに内科医師及び精神神経科医師を中心とする緩和ケアチームの活動が開始され、高い専門性を持っ
たチーム医療の推進が図られた。
　（当院組織）　褥瘡対策チーム、透析予防診療チーム、感染対策チーム、緩和ケアチーム

25
チーム医療を推進するため、感染対策チーム、透析予防診療チーム、緩
和ケアチーム、栄養サポートチームを組織し、良質で安全な医療を効果的
に提供するための診療体制の充実に取り組みます

全体

・感染制御チーム　：　週１回の院内感染情報の収集・分析、名寄市立総合病院との連携による相互ラウンドの実施
（名寄：R2.9.18　稚内：実施できず、令和3年度中に実施予定）など感染対策の質的向上に取り組んだ他、年２回院内感
染講習会を開催し、医療従事者の感染に関する意識の高揚にも取り組んだ。
・透析予防診療チーム　：　糖尿病透析予防に関する指導の強化・充実に取り組んでいるが、令和2年度は、新型コロ
ナウイルウス感染症の影響で糖尿病教室を開催できなかった。
・緩和ケアチーム、栄養サポートチームに関しては、認定看護師等の専門スタッフを確保することが出来ず、チームの
編成・活動開始には至らなかった。

③　医療安全体制の充実

26
医療安全管理委員会を中心とした医療事故防止対策等の検討及び医療
安全管理者、セーフティマネージャーを中心とした医療安全対策のより一
層の充実を図ります

全体

　月1回「医療安全管理委員会」を開催し医療安全対策を推進した。また、月１回開催している各部署のセーフティマ
ネージャーを中心とした「医療安全対策検討委員会」でインシデント・アクシデント報告をもとに、医療事故等防止対策
の検討などを実施し、各部署への周知徹底を図り、医療事故等の防止に努めた。
　また、医療安全管理者などが、定期的に院内巡回を実施し、医療安全対策の実施状況の把握・指導・分析などを行
い、現場にフィードバックし医療安全対策の充実に努めた。

27
医療安全に関する情報の収集に努めるとともに、医療従事者を対象にした
医療安全に関する意識醸成、事故防止策の啓発等を積極的に取り組み、
医療安全体制の充実を図ります

全体

　日本医療機能評価機構の「医療安全情報」など、インシデント・アクシデント事例及び事故防止策の情報収集に努
め、月１回開催の「医療安全対策検討委員会」などで情報提供し、セーフティマネージャーから各部署職員に周知を図
ることにより、医療安全に関する意識醸成、事故防止策の啓発等を行った。
　また、年２回「医療安全講習会」を開催、参加人員の増を図るため、同一講習会の開催回数を増やすとともに、参加
できなかった職員には講習会資料の配布によるフォローアップを実施することで、全ての職員に対する医療安全意識
の醸成及び医療事故防止の啓発などに取り組んでいるが、新型コロナウイルス感染拡大により、予定していた集合研
修を中止。℮ラーニングでの医療安全研修を2回実施した。
（医療安全研修会の実施状況）
　・「2020年度版職員間のコミュニケーション」（令和３年２月４日～２月28日開催・受講者数480人/481人・受講率99.8%）
　・「医療安全とヒューマンエラー」（令和２年３月１日～３月19日開催・受講者数478人/479人・受講率99.8%）

28
院内感染防止対策委員会を中心に、院内感染情報の収集や分析、院内
感染防止策の検討、職員に対する意識醸成等を積極的に取り組みます

全体

　感染制御チームによる週１回の院内感染情報の収集・分析及び院内ラウンドを実施、院内の感染防止対策の確認・
検討及び職員に対する感染防止対策指導等を実施するとともに、月1回「院内感染・環境汚染対策委員会」で報告・周
知・検討などを継続して実施した。
　また、年２回「院内感染講習会」を開催、参加人員の増を図るため、同一講習会の開催回数を増やすとともに、参加
できなかった職員には講習会資料の配布によるフォローアップを実施することで、全ての職員に対する感染防止意識
の醸成及び啓発などに取り組んだ。（新型コロナウイルス感染症拡大のため出席者を限定した集合型研修とeラーニン
グで実施した）
（院内感染講習会の実施状況）
　・「新型コロナウイルス感染症　～6北病棟での感染対策/防御用具の正しい着脱方法～」
　　令和2年10月30日/11月2日開催　出席者合計172名+171 名（集合型研修+紙面フォローアップ）
　・「新型コロナウイルス感染症とそのワクチン」
　　令和3年1月27日開催　受講者304名/469名（eラーニング）

具 体 的 取 り 組 み
担当部署

進捗状況
5つ星評価      令和２年度　実施状況の表示
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項目 大項目 中項目 小　項　目　

29
院内感染防止対策を担当する専従の感染管理認定看護師を中心に体制
の強化・充実に努め、他の医療機関とも連携し、感染対策加算の維持に取
り組みます

全体

　平成27年10月より、感染制御医師及び感染管理担当看護師を中心に感染制御チームを組織し、感染防止の施設基
準を取得しており、週１回の院内感染情報の収集・分析及び院内ラウンドの実施、院内の感染防止対策の確認・検討
及び職員に対する意識醸成等に取り組み感染防止対策の強化・充実に努めた。
　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、「名寄市立総合病院」との合同カンファレンスは1回のみ実
施し、2回目は令和3年度中に実施を予定している。また「こまどり病院」との合同カンファレンスについても、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により実施できず、令和3年度中に実施を予定している。

④　組織体制の見直し

（３）効率的で効果的な病院運営の推進

　①　収益確保対策

31
病床利用率の維持・向上を図るため、医師の確保、診療体制の充実、地
域連携に取り組み、入院患者の確保に努めます

医事課

　常勤医不在により入院休止が続いている循環器内科、耳鼻咽喉科、泌尿器科の影響や　新型コロナウイルス感染症
の流行により、一般病棟入院患者数は目標を下回っている。今後も効率的な病棟運営を行い、患者確保のための方
策を検討するとともに、収益の安定確保に努めていく。
（病床利用率【稼働病床】）
　[全　　　体]　44.3％　プラン計画比　61.5％（プラン計画　72.0％）　（前年度　66.1％　前年度比　▲21.8ﾎﾟｲﾝﾄ）
　[一般病床]　42.4％　プラン計画比　58.9％（プラン計画　72.1％）　（前年度　65.5％　前年度比　▲23.1ﾎﾟｲﾝﾄ）
　[精神病床]　51.0％　プラン計画比　71.2％（プラン計画　71.6％）　（前年度　67.8％　前年度比　▲16.8ﾎﾟｲﾝﾄ）

32
医学的な管理・指導を継続的に必要とする患者への説明の充実と算定管
理の強化に努めます

医事課

　継続的な医学管理を必要とする患者に対して、積極的に説明・指導を行うことで、算定管理の強化に取り組んだ。薬
剤管理指導料については、新型コロナウイルス感染症による患者減少により計画値（5,000件）を下回り、前年から指導
件数を増やすことができなかった。また、栄養食事指導料についてはコロナ禍による入院患者数の減少等より入院指
導件数が大きく落ち込んでいるが、外来指導件数の維持に努め、一定の算定件数を確保することが出来た。
（主な医学管理料算定実績）
・薬剤管理指導料　4,397件　プラン計画比　87.9％（プラン計画　5,000件）　（前年度　5,317件　前年度比　▲920件）
・栄養食事指導料　　734件　プラン計画比　 52.4％（プラン計画　1,400件）　（前年度　781件　前年度比　▲47件）
・難病外来指導管理料　838件　（前年度　920件　前年度比　▲82件）

33 診療報酬制度に的確に対応し、収益確保に努めます 医事課

   令和2年度の診療改定により、看護補助者加算の最上位である、急性期看護補助者加算（5割以上）や新設されたせ
ん妄ハイリスク患者ケアを取得した、その他取得した施設基準項目として、医師事務作業補助体制加算2、椎間板内酵
素注入療法、連携充実加算、BRCA1/2遺伝子検査、医師事務作業者補助者加算２等の項目についての算定が可能と
なるなど、適正な収益確保に努めた。

34
診療報酬請求事務における請求漏れや減額査定を削減する対策の強化
を図ります

医事課

　平成27年度に算定拡大・請求漏れ対策として専門のコンサルティング業者を入れて構築した請求漏れ防止チェック体
制を基本にして、令和2年度診療報酬改定への対応等、随時見直しを行いながら引き続きチェック体制の強化・算定拡
大に向けた取り組みを実施した。
　減額査定の削減に対しては、担当医師に対し査定分析情報を提供するほか、薬事委員会での査定状況の報告を行
い、医師へのフィードバックを行っているが、診療報酬の審査支払機関の査定強化に対応しきれず、査定額は、わずか
に増加している。
（査定額）　15,389千円　（前年度比　+433千円）
（査定率）　0.41％　（前年度比　＋0.05ﾎﾟｲﾝﾄ）

35
ＤＰＣ請求（診断群分類包括評価支払制度）におけるコーディング精度の
向上を図るため、診療情報管理士を中心としたチェック体制を確保し、請求
精度の向上と適正な収益確保に努めます

医事課

　ＤＰＣコーディングの精度向上に取り組み、適切なDPC請求のもと診療単価の増額に努めたほか、手術料等の出来
高算定項目や包括対象外となる診療項目について確実な算定による収益確保に努めた。
　◆1人1日当たり診療単価　41,557円　プラン計画比　111.5％（プラン計画　37,270円）
　　（前年度実績　39,279円　前年度比＋1,878円）

病院事業を取り巻く環境の変化（医療機能の高度化・専門分化、医療ニーズの多
様化、診療報酬の改定等）に迅速に対応し、住民に良質で安全な医療を効果的
かつ効率的に提供するため、課題に応じた組織体制の整備に取り組みます

庶務課
　地域医療の連携の基盤となる部門として、平成29年4月に設置した地域連携サポートセンターにおいて、患者紹介な
ど他医療機関とのスムーズな連携を推進することで、患者サービスの向上を図った。

具 体 的 取 り 組 み
担当部署

進捗状況
5つ星評価      令和２年度　実施状況の表示
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項目 大項目 中項目 小　項　目　

36 予防医療の促進（ピロリ菌除去） 医事課
　今年度も稚内市ピロリ菌除菌事業の委託を受け、中学２年生を対象に検査とピロリ菌除菌治療を行った。
　・二次検査実施者数　12人　　・二次除菌治療実施者数　4人

37 個室環境の整備（特別室使用料を徴収できる病室の増室を検討） 医事課
　病床の再編を伴うため、特別室の増室は困難であったが、引き続き特別室の増室及び利用環境の整備等について
検討を進めていく。
　・現在の特別室　３室

38 未収金の発生防止と顧問弁護士との連携した回収強化に取り組みます 医事課

　未収金の発生防止に取り組み、滞納者に対し督促状送付及び訪問徴収、悪質滞納者に対し、顧問弁護士名での督
促状送付や支払督促等の法的措置により、未収金対策の徹底に努めた。
　令和3年3月より、クレジットカード収納を導入した。
　（滞納未収金額）　[過年度未収金]　 16,768千円（前年度増減　▲365千円）

②　費用抑制対策

39 委託業務の範囲、内容の見直しを行い、経費の抑制に努めます 庶務課
　委託業務については、適宜、業務内容の見直しの検討を行うなど、経費抑制に努めているが、経費削減には繋がっ
ていない。今後も委託料の上昇が懸念されており、業務委託の見直しも含め検討する必要があるが、引き続き経費の
抑制に取り組んでいく。

40 委託業務の効率化の推進（保育所の民間委託への検討） 庶務課
　病院保育所については、保育士（常勤・非常勤）の確保及び採用も困難であることから、民間への業務委託への移行
も含め検討したが、民間業者からの委託料（人件費等）提示額も高額であり、また、人材確保に苦慮することが予想さ
れることから、引き続き多角的な見地から検討を行う。

41
医療材料費の抑制（医薬費の早期妥結、後発品採用促進、品目数の見直
し）

庶務課
　経費の抑制対策として、後発医薬品の採用割合の向上に努めたほか（39.0％　対前年度+1.6P）、医薬品のベンチ
マークシステムを導入し価格交渉に活用したことにより、低価格での購入に努め、費用の抑制に取り組んだ。

42  国が示す数量シェア目標の達成に向け後発品の採用を促進します
薬局
庶務課
医事課

　薬局を中心に積極的に後発医薬品の採用に取り組み、後発医薬品使用割合　97.2％（前年度94.9％）の高い水準を
維持することができた。

43 施設管理費の抑制（電気使用量等の抑制LEDなど） 庶務課
　施設内外において使用するインフラのエネルギー管理の基本的な抑制は恒常的に取り進めたが、コロナ禍における
感染対策として、施設内全域の換気を通年行ったことによる暖房蒸気使用量２０％増、全体のエネルギー使用量は前
年比１１０%であった。

③　医療提供サービスの向上

44
院内感染対策、医薬品及び医療機器の適正管理、災害医療などの医療安
全の充実、整備

医支相
庶務・医事
課

　感染制御チームによる週１回の院内ラウンドなどを実施し、院内感染防止対策を図るとともに、来院者に対し、感染
症の流行状況に合わせたポスター掲示及び院内放送等による感染防止対策の啓発を実施した。
　また、統括医療安全管理者等による週１回の定期カンファレンスを実施するなど緊密に連携することにより、院内の
医療安全対策全般の充実を図ったほか、定期的に医薬品及び医療機器に関する院内巡視を実施し、安全で安心な医
療の提供に努めた。

45 DPC分析に基づく医療の標準化と業務改善の推進 医事課 　診療情報管理委員会でＤＰＣコーディングに関する検討及び症例データの分析等を実施し、継続的に改善に努めた。

46
医療の標準化を進め、良質で安全な医療を効率的に提供するため、クリ
ティカルパス（ある病気の治療や検査に対し、標準化された患者スケ
ジュールをまとめた表。）の充実に取り組みます

診療部
看護部
医事課

　がん診療連携クリティカルパスを運用し、がん診療における医療機関の役割分担と地域連携を進め、がん医療の充
実と安全確保に取り組んだ。

47
電子カルテを有効活用したクリティカルパスによる、医療の標準化、情報共
有化によるチーム医療の実現、医療の効率化及び医療安全の推進ならび
に患者サービスの向上

診療部
看護部
医事課

　診療プロセスを標準化した電子パスを活用し、業務の効率化と診療の質向上に取り組んだ。
（クリティカルパス登録件数　39件）

48 リハビリ医療の充実（適正配置、地域包括ケア病棟の検討など）
ﾘﾊﾋﾞﾘ
医事課

　早期在宅復帰を図るべく、リハビリ医療の体制強化として、平成29年度から始めた３連休以上の祝日に行う「休日リ
ハビリテーション」を令和２年度も継続して取り組んだ（11日実施）。
（疾患別リハビリ実績）
　[合　計]　22,633件 （計画比 77.0％）
　[運動器リハ]　11,970件 （計画比　77.2％）、[脳血管リハ]　8,931件 （計画比  79.8％）、[呼吸器リハ]　1,732件 （計画
比 64.2％）
　また、休床している病棟の再編を含めた地域包括ケア病棟の設置検討を行ったが、病棟再開に必要な看護師数を確
保することが困難であることから地域包括ケア病棟の設置には至っていない。

具 体 的 取 り 組 み
担当部署

進捗状況
5つ星評価      令和２年度　実施状況の表示
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49 医療機器の整備（優先度、必要性） 庶務課

　診療科の医師やコメディカル部門の要望等を踏まえ、院長が中心となりヒアリングを実施し、更新及び新規購入につ
いては計画的な整備に努めた。機器更新については、現在ある機器をより安全に管理できるよう保守契約を継続する
ことで長期間使用可能な体制を整備した。また、新型コロナウイルス感染症重点医療機関として、コロナ患者対応及び
感染防止対策のために必要な医療機器の整備を行った。

50 施設整備に係る事業計画の推進（システム更新、施設改修等の健全化）
庶務課
医事課

高圧受電設備改修を年次恒常的に実施し、コロナ感染対策事業における改修整備を進め、施設機能の保全に努め
た。

51 未収金対策（悪質滞納者への対応強化など） 医事課

　未収金発生防止策の徹底及び滞納者への督促、訪問徴収等の対策を実施し、未収金の削減に努めている。悪質滞
納者に対しては、令和元年7月より顧問弁護士名での督促や支払督促及び訴訟の提起等徹底した対応を行い、前年
度より未収金365千円減少した。令和3年3月より、クレジットカード収納を導入し、支払方法の選択肢を広げることで滞
納原因の減少を図った。
　◆支払督促から通常訴訟へ移行した件数　3件
　◆過年度繰越未収金額　16,768千円（前年度増減　▲365千円）

52
選定療養費の設定
　　（時間外選定療養費の徴収の検討によるコンビニ受診の抑制）

医事課

　時間外選定療養費の徴収（料金設定）は行っていない。救急外来のコンビニ受診抑制を目的とした啓発活動に努め
た。
（救急外来受診者数）　救急外来受診者数の減少は新型コロナウイルス感染拡大の影響もある
　　　　4,030人　前年度比▲2,690人（うち、救急車利用 1,049人　前年度比▲26人）

53
患者情報の共有化によるチーム医療や医療安全対策の推進、業務の効
率化や患者サービスの向上を図るため、更なるＩＣＴの活用を推進します

医事課
　病院情報システム検討委員会において、電子カルテシステムの運用見直し等の検討を定期的に行い、更なる医療安
全対策の推進及び業務の効率化に努めた。
　令和3年3月よりクレジットカード収納及び医療費の自動精算機（2台）を導入し、患者のサービスの向上を図った。

54
地域医療ネットワークシステムの利用拡大とテレビ会議システムを活用し
た症例検討や遠隔医療の充実など、他の医療機関との情報ネットワーク
化の更なる活用を図ります

医事課
庶務課

　名寄市立総合病院を中心に運用している道北北部医療連携ネットワークシステム（通称：ポラリスネットワーク）を活
用した医療機関間の診療データ共有により、循環器疾患の救急搬送に係る必要性の検討について、専門医による診
断が可能など、救急医療に対する広域連携体制の維持・継続に取り組んでいるほか、当院で心臓カテーテル検査を施
行する際に、名寄の循環器内科と双方向アンギオ遠隔画像診断システム（キズナＷＥＢシステム）を活用し、遠隔医療
体制の更なる充実に取り組み、ＴＶ会議システムを活用した定期的な症例相談も継続して行っている。
また、旭川医科大学から「どさんこプロジェクト」という遠隔妊婦健診の提案があり、当該プロジェクトにおいて、旭川医
科大学と当院が連携し、令和2年10月から礼文町国保船泊診療所における遠隔妊婦健診を開始した。

55
患者自身の治療法の理解と選択を支援するため、セカンドオピニオンを推
進します

医事課
　患者自身がより納得のできる治療方法を選択できるよう、セカンドオピニオンを推進している旨ホームページ等に掲
示し、患者等への周知に努めている。
（セカンドオピニオン用情報提供書件数　11件　前年度比▲5件）　（前年度　16件）

（４）職員の意識改革

56 経営参画への意識の向上と院内情報の共有化 全体
　月１回定期開催する経営検討会議において、各部署から報告される診療実積状況等について職員へ周知し、院内情
報の共有化を図り、職員の意識向上に努めた。

57 患者中心の行動への意識 全体
　看護師による接遇委員会（月1回開催）を中心に、患者サービスの向上に取り組んだが、引き続き全職員が患者
ファーストの視点で取組みを推進し、サービスアップを図っていく。

58 地域住民への医療情報の提供と啓発の意識(勉強会、意見交換会など) 全体
　毎年行っている市民医学公開講座や、市民に医療を身近に感じてもらうことを目的とした病院祭は、新型コロナウイ
ルス感染症感染拡大により中止せざるを得なくなった。今後、地域住民に対する医療や健康についての啓発方法を考
えていく必要がある。

59 スキルアップ及びキャリアアップへの意識 全体

　看護職における新たな認定資格の取得には至らなかったが、医療技術職における専門資格の取得や維持に要する
経費の支援等、病院がバックアップする体制が職員に行き渡り、医師の業務軽減の一端を担う意識が醸成された。引
き続きチーム医療を支える専門性の高い職員の育成に努め、医師のタスクシフティング（業務移管）に向けた取組を進
めていく。

60
院内各種委員会における検討事項等の情報共有を進め、経営目標を達成
するための職員の経営参画意識やコスト意識を高め、経営改善の取り組
みを推進します

全体
　経営検討委員会を中心に、経営目標を達成するための検討や職員への情報共有を図り、職員の意識改革に努め
た。引き続き地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保たる重要な役割を担うべく、経営の健全化
に向けた取組みを推進する。

具 体 的 取 り 組 み
担当部署
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